


　その一方で事業主体や財源の多くは国や県であり、次
年度以降のサービスが国や県の施策に大きく左右され
てきました。

　
　今年度も県からの補助金の交付決定が遅れたために
例年4月からスタートしてきた事業にも、7月からのス
タートで空白期間が生じてしまいました。

　
　これまで自殺予防対策は県の補助金を活用して、実
施してきました。しかし今年度で当補助金が終了する
ため、次年度以降のサービスは未定です。

　
　本市の自殺予防対策の大きな柱の1つ『ゲートキー
パー』は悩んでいる方の早期発見や、地域で支え合うた
めに非常に大切な事業です。
　しかし、その一方で発見後の対応は専門的な知識を
有する『カウンセラー』が必要とされます。
　残念ながら平成 23年度より『ゲートキーパー』を養成
してきましたが、本市の自殺者数は減少していません。

　
　早期発見や地域で支え合う『ゲートキーパー』と専門
的な知識を有し、継続的に深く対応できる『カウンセ
ラー』の両面から考える必要があります。どちらか片方
のみでは不十分です。
　そして、現在の山県市に不足しているのは専門的な
知識を有する『カウンセラー』です。
　平成24年度から県や厚生労働省・内閣府とも直接協
議を重ねて平成 26 年 7 月からカウンセラー（保健師）
の増員をすることができました。

第2回定例会

「 包括外部監査の導入について」

「自殺予防対策について」　市の監査委員に頼るだけでなく、時には外部の
専門家の目から本市の事務をチェックすることは
有効だと考えています。
　しかし、外部監査の導入には高額な費用が必要
なことから本市のあるべき姿を研究してまいります。

Q
　包括外部監査導入について市長のお考えを伺います。

日本の政治の中枢『永田町』での
　　　　　経験を山県市でも生かします
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　市長からは『説明を聞く中で改めて包括外部監査
の必要性を率直に感じました』と雑談の中ですが頂
きました。
　私の参議院議員の秘書としての経験を生かし、日
本の政治の中枢『永田町』で当たり前に実施されて
いる施策を、山県市でも実施していきます。

現 状

問題点１

〈例えば①〉

〈例えば②〉

問題点2

解決策・実績

包括外部監査を導入する一番のポイント・・・

包括外部監査とは・・・
公認会計士、弁護士など外部の高度な専門的知
識を有する外部監査人によって、財務や事務業
務のチェックを行い結果を報告する。

【一般質問の終了後】

【今後の動向】

　認定心理士だから
　　　『1％の痛みに向き合う』政治がある

　次年度からは市の一般財源で、継続的に成果が実
感できる施策の新たなスタートに向けて、関係機関
とも協議が進みます。

　包括外部監査に係る費用は770万円を
上限に、特別交付税で国が負担するため、
上限額までは本市の負担はありません。

監査を実施する際に職員の仕事量が増えて負担になる。

　包括外部監査を導入する事で一時的に職員の仕事量
は増えます。
　しかし、専門的な視点からの指摘された仕事をこな
していくことで、職員のスキルアップとなり、そのス
キルアップが公共サービスの向上にも繋がります。

　過去に導入していれば解決が想定できた事例について。

今の所は思い当たる所がございません。

　本当にそうでしょうか？
　長年に渡る水道料金の徴収ミスや補助金の交付ミス
など包括外部監査を導入していれば解決できていた事
例です。

　　　　　　　　　

　山県市の自殺予防対策として『ゲー
トキーパーの養成』や『各種講演会』の
実施の他、『心の相談』や『精神保健福祉
なんでも相談』など幅広く対応できる
環境が整いつつあります。

『施策の費用対効果』や『課題
の解決方法として施策が適切な
のか』を客観的な視点から長期
的に検証し、問題点の指摘をし
て頂ける所です。


